
資料２

平成２９年度の主な取組内容

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

 新たな洪水ハザードマップの作成・公表、まるごとまちごとハザードマップの検討（自治体）

 タイムラインに基づく首長等も参加した実践的な訓練の実施（情報伝達訓練（平塚市））（自治体・国）

・緊急速報メールを活用した洪水情報のプッシュ型配信、ホットライン時に活用する情報の事前提供（国）

 広域避難計画の作成に向けた基礎情報整理（国）、出前講座・講習会等の実施（国・自治体）

大規模水害に対し、｢逃げ遅れゼロ｣、｢社会経済被害の最小化｣を目指して、Ｈ２９年度は、主に以下の取組を実施。
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平成３０年度の主な取組内容

２．洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

合同水防訓練・共同点検等の実施（自治体・国）【継続実施】

３．一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組

排水施設の排水能力・耐水化の整理、訓練計画の検討、排水訓練の実施（自治体・国）

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

タイムラインに基づく首長等も参加した実践的な訓練の実施（マイタイムライン、情報伝達訓練）（自治体・国）

水防災教育の実施（モデル校による検討）、出前講座・講習会等の実施（自治体・国）

広域避難計画の必要性の検討（自治体・国）

新たな洪水ハザードマップの作成・公表、まるごとまちごとハザードマップの検討（自治体）【継続実施】

要配慮者利用施設への対応等を考慮した避難計画の作成（自治体）

２．洪水氾濫による被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

 合同水防訓練・共同点検等の実施（自治体・国）

３．一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組

 排水ポンプ車の一次参集場所、配置場所、排水対策等の検討（国）
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京浜河川事務所管内及び他河川における
主な取組内容について

別添「取組のス
ケジュール（案）
」参照（資料4）



１）ハード対策の主な取組
■洪水を河川内で安全に流す対策 ■危機管理型ハード対策 ■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

概ね５年で実施する取組
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２）ソフト対策の主な取組

(1)逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■情報伝達、避難計画等に関する取組

①住民の避難行動、迅速な水防活動を支援するための水位計やライブカメラ
のリアルタイムの情報提供

②避難勧告の発令に着目したタイムラインの作成

③タイムラインに基づく首長等も参加した実践的な訓練の実施

④想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図、氾濫シミュレーション、家屋
倒壊等の氾濫想定区域の公表

⑤想定最大規模降雨による洪水ハザードマップの策定

⑥近隣市区と連携した広域避難の作成及び垂直避難や地下街の検討

⑦要配慮者・外国人等への対応等を考慮した避難計画の検討

⑧日常時から水防災意識の向上を図るため、案内板等の整備や電柱等に想
定浸水深などを標識として表示する「まるごとまちごとハザードマップ」の検
討及び「災害・避難カード」の作成等

⑨気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の可能性の提供」を実施

■防災教育や防災知識の普及

①水災害の事前準備に関する問い合わせ窓口の設置

②水防災意識社会の再構築のための説明会・講習会の開催

③教員を対象とした講習会の実施

④小学生を対象とした水防災教育の実施

⑤出前講座等の講習会の実施

(2)洪水氾濫被害の軽減、避難時間の確保のための水防
活動の取組

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に向けた取組

①水防団等への連絡体制の再確認と伝達訓練の実施

②水防団同士の連絡体制の確保

③水防団や地域住民が参加する重要水防箇所等の共同点検

④関連機関が連携した水防訓練の実施

⑤水防活動の担い手となる水防協力団体の募集・指定等の促
進

(3)一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能
とするための排水活動の取組

■排水活動及び施設運用の強化に関する取組

①排水機場・樋門・水門等の情報共有、排水手法等の検討を
行い、大規模水害を想定した排水計画（案）を作成

②排水訓練の実施

京浜河川事務所管内及び他河川における
主な取組内容について
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1.逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組



タイムラインに基づく首長等も参加した実践的な訓練の実施
（マイタイムライン、情報伝達訓練）

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

京浜河川事務所管内自治体のタイムラインに基づく訓練の実施状況

自治体数 H30.1現在実施済（首長等参加） H30.1現在実施済（職員のみ） 未実施

多摩川 １７
羽村市（水防訓練）、調布市（震災対策）、

品川区（目黒川等）
国立市、日野市、多摩市 １１

鶴見川 ２ 横浜市（３区ごとに実施） ０ １

相模川 ５ 平塚市、藤沢市 ０ ３

平成29年4月27日に平塚市において、タイムラインに基づき市長も参加した実践的な情報伝達訓練を実
施しました。今年度は、実践的な訓練の一環として、マイタイムラインの取り組みを実施する予定です。

これらの訓練を希望する自治体には、京浜河川事務所が支援します。

京浜河川事務所長

平塚市長

平塚市における情報伝達訓練の概要
●実施日時：平成29年4月27日(木)14時30分～16時30分
●参加機関：平塚市、神奈川県（本庁、平塚土木事務所）、横浜地方気象台、京浜河川事務所
●見学機関：茅ヶ崎市、寒川町、大磯町

ホットラインの状況

訓練の状況 意見交換の状況
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平成30年5月11日（金）の洪水対応訓練において、羽村市とホットライン訓練を実施しました。
ホットライン（電話）は、洪水によって堤防決壊等の重大災害が発生すると想定される場合において、
市町村長が避難勧告等を実施する場合、その状況判断をする際に河川管理者が洪水の状況、今後

の見通し等の情報、助言を提供するもので市町村長が判断する上での一助となるものです。

京浜河川事務所長

羽村市長

羽村市とのホットライン訓練概要
●実施日時：平成30年5月11日(金) 11時30分～11時35分
●参加機関：羽村市、京浜河川事務所

ホットラインの状況
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タイムラインに基づく首長等も参加した実践的な訓練の実施
（マイタイムライン、情報伝達訓練）

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

ホットライン（電話）訓練の概要
【洪水の状況、危険箇所】

京浜河川：調布橋基準観測所で避難判断水位を超え、現在も水位が上昇中。羽村市
内で特に危険な箇所は羽村堰左岸付近。変状を発見した場は直ちに連絡
する。

羽村市 ：羽村市においても風水害の第２次非常配備態勢をとり、消防団による警戒
巡視や避難情報の提供及び避難誘導の準備等を順次行っている。

【今後想定される状況】

京浜河川：調布橋基準観測所の水位予測の結果、氾濫危険水位を超え、更なる水位
上昇を予想。堤防決壊が発生した場合、最大4m程度の浸水深を想定。「避
難準備・高齢者等避難開始」の発令を助言した。

羽村市 ：早急に判断し、市民が安全に避難できるよう検討する。

ホットライン（電話）訓練における羽村市の状況等
羽村市長と京浜河川事務所長とのホットライン（電話）訓練により、より詳しい河川の状
況や連携態勢を確認するなど、多摩川の洪水対応に関する重要な意見交換が行われ
ました。



茅ヶ崎市中島自治会において「マイタイムライン」の取り組みを実施しました。（平成29年9月24日）

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

タイムラインに基づく首長等も参加した実践的な訓練の実施
（マイタイムライン、情報伝達訓練）
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鬼怒川の氾濫被害のあった常総市におけるマイタイムラインの取組での参加者アンケートでは、地域の
特性、氾濫の状況、タイムラインの考え方等について、ほとんどの参加者が「理解できた」と回答してい

る。自由意見として、「避難場所や避難時の持ち物の確認ができて良かった」という意見が多数あった。

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

タイムラインに基づく首長等も参加した実践的な訓練の実施
（マイタイムライン、情報伝達訓練）

９３％
理解した

９０％
理解した

９３％
理解した

８９％
理解した

９２％
理解した

９６％
理解した

９８％
理解した

９４％
理解した

・正しい持ち物、避難場所の確認ができた。（50 代）
・避難計画が大変参考になった。（70 代・男性）
・他の参加者の意見で初めて知る内容があった。（40 代・男性）
・近所の方々との情報共有が出来た。（40 代）
・いろいろな意見が出たなかで、自分が気づかなかった事や、持ち
物・必需品などがわかった。（50 代・女性）
・避難する時間や避難完了時刻などよくわかった。（50 代・男性）
・災害後、この地区に引っ越ししてきた為、今の住まいで災害が起き
たときのシュミレーションをすることができよかった。（30 代・女性）

出典：「みんなでタイムラインプロジェク ト常総市モデル地区における検討の記録」（平成２９年３月）

自由意見
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■稲城市での取り組み 「わたしの避難行動 マイマップ」

茅ヶ崎市中島自治会において「マイ・タイムライン」の取り組みを実施しました。（平成29年9月24日）

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

タイムラインに基づく首長等も参加した実践的な訓練の実施
（マイタイムライン、情報伝達訓練）

その他の取り組みとして、稲城市大丸地区では、自宅から避難所までの個々の避難ルートを記した「マ
イマップ」を検討しました。（内閣府 災害・避難カードモデル事業／平成27年度実施）
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9

取組ポイント：自治会を対象に水害・土砂複合災害を想定した防災訓練（情報伝達・避難）を実施

タイムラインに基づく首長等も参加した実践的な訓練の実施
（マイタイムライン、情報伝達訓練）

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組



• 「危険度の色分け」

警報・注意報の発表時に、現象が予想される期間
を色分けして、危険度の高まりを伝える情報

• 「警報級の可能性」

天気予報の発表（5時、11時、17時）に合わせて
発表し、「明日まで」及び「明後日以降」の警報級
の現象となる可能性を「高」や「中」で伝える情報

・平成29年５月17日から提供を開始

・自治体、関係機関等に説明

危険度の高まりを伝える情報

さらに、
メッシュ情報の技術を活用して気象情報
を改善（平成２９年７月）
・ 「危険度分布」の提供を開始
・ 大雨・洪水警報を改善

○「危険度の色分け」・「警報級の可能性」・「危険度分布」の提供開始、大雨・洪水警報等の改善

■情報伝達、避難計画等に関する取組み 東京管区気象台

表示イメージ気象警報・注意報
平成○○年○月５日１８時２７分 横浜地方気象台発表
神奈川県の注意警戒事項
神奈川県では、６日昼前まで土砂災害や河川の増水に警戒してください。

============================
横浜市【発表】大雨（土砂災害）,洪水警報

【継続】雷,強風,波浪,高潮注意報
６日朝までに暴風警報に切り替える可能性が高い
６日明け方までに波浪警報に切り替える可能性が高い

横浜市 今後の推移（■特別警報級■警報級 ■注意報級）
備考・

関連する現象
発表中の

警報・注意報等の種別
５日 ６日

18-21 21-24 0-3 3-6 6-9 9-12 12-15 15-18 18-21

大雨

（浸水害）
１時間最大雨量(ミリ) 40 40 40 70 70 70 浸水注意

（土砂災害）

土砂災害警戒

土砂災害警戒情報発表
中

洪水 （洪水害） はん濫

強風
風向
風速
（メートル）

陸上 20 20 20 20 28 28 20 20 20 以後も注意報級

海上 23 23 23 23 30 30 23 23 23 以後も注意報級

波浪 波高（メートル） 2.5 2.5 2.5 3.5 4.0 4.0 4.0 3.5 3.5
以後も警報級
うねり

高潮 潮位（メートル） 0.7 1.0 1.2 1.5 1.5 1.5 1.5 ピークは６日３時頃

雷 竜巻、ひょう

各要素の予報値は、確度が一定に達したものを表示しています。

警報級の可能性
神奈川県東部の警報級の可能性
東部では、６日までの期間内に、大雨、暴風、波浪警報を発表する可能性

が高い。
神奈川県東部 ○/5 17：00発表 ○/5 17：00発表

種別
５日 ６日

７日 ８日 ９日 10日明け方まで 朝～夜遅く
18-24 0-6 6-12 12-18 18-24

大雨 警報級の可能性 高 高 － － 中 －

暴風 警報級の可能性 － 高 － － 中 －

波浪 警報級の可能性 高 高 高 － 中 －

[高]：警報発表中、又は、警報を発表するような現象発生の可能性が高い状況。
[中]：[高]ほど可能性が高くはないが、警報を発表するような現象発生の可能性がある状況。

今後の危険度の高まり
を即座に把握
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京浜河川事務所管内自治体の小中学生を対象とした水防災教育の実施状況（H30.1現在）

自治体数
自治体による

「水害」をテーマとし
た出前講座の実施

自治体による
「防災全般」をテーマと
した出前講座の実施

教育用の資料、マ
ニュアル等の作成
（体系的な実践）

教員を対象
とした講習
の実施

実演型の講習、
体験型学習等の

実施

２４ ２０ ２４ ２ ６ ５

水防災教育の実施（モデル校による検討）

平成32年度からの新学習指導要領では、自然災害に関する内容の充実が図られていることを踏まえ、
京浜河川事務所では、水防災教育に関する授業を支援するための資料・素材等を提供します。

これらの作成にあたっては、モデル校を設定し、教職員が活用しやすい資料等を検討します。また、マ
イ・タイムライン『逃げキッド』等による水害時の準備や避難の教育の支援を行います。

水防災教育の充実に向けたスケジュール

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組
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水防災教育の実施（モデル校による検討）

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組
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水防災教育の実施（モデル校による検討）

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組
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水防災教育の実施（モデル校による検討）

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組
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水防災教育の実施（モデル校による検討）

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

 

 理科 社会 

４
年 

【流れる水のはたらき】 

・多摩川、鶴見川、相模川の水系・流域 

・雨水の流れ方（雨水の行方と地面の様子）

※野外体験活動の充実 

 

【地域の水害】 

・地域（多摩川、鶴見川、相模川）の水害の歴史 

・過去と近年の降水量や被害の比較 

・水害に対する取り組み全般（国や自治体が協力し

て対処していること） 

 鶴見川の総合治水など川の特色を示す 

５
年 

【雨・台風と川の変化】 

・雨と多摩川、鶴見川、相模川の水量・水位

の変化 

・増水による川の様子の変化（侵食など）

※野外体験活動、モデル実験等の充実 

 

 【国土の水害】 

・日本の国土

の地理的な

特徴 

・日本全国に

おける水害

の特徴 

・水害対策として取り組んでいること 

※気象現象全般について扱うため必要に応じて補

助的に支援する 

中
学 

【気象と水害の特徴】 

・台風等よる気象現象と地域の自然災害の

関係 

※気象現象全般について扱うため必要に応

じて補助的に支援する 

 

 

 

◆地理 

【流域の地形と浸水想定区域図】 

・流域の地形特性 

・浸水想定区域図の読み方 

・自然災害と防災への取組 

 鶴見川の総合治水など川の特色を示す 
◆公民 

【防災情報の取得と避難行動】 

・水害時の情報発信と取得の方法 

・川の防災情報の見方 

・水位と避難行動 

防災教育支援サイト 

「国土の防災ライブラリ」等の活用 

リンク先の情報を紹介 

防災教育支援サイト「国土

の防災ライブラリ」等の活

用 

学年別・科目別の支援内容（テーマ）と項目【案】 学習指導用計画【案】

※小学校6年生については、理科においては地球や国土全般の内容、社会においては政治・経済の内容が
中心となるため、京浜河川事務所での情報提供（支援）ではなく、関連するホームページ等の紹介とする。

当
面
実
施

将
来
的
に
実
施
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取組ポイント：児童を対象に大規模氾濫を想定した座学（出前講座）・避難訓練を合わせて実施

水防災教育の実施（モデル校による検討）

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組
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取組ポイント：モデル校を設定し、教職員の学習指導計画に合わせた授業の支援を実施

水防災教育の実施（モデル校による検討）

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組
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取組ポイント：モデル校を設定し、教職員の学習指導計画に合わせた授業の支援を実施

水防災教育の実施（モデル校による検討）

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組
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取組ポイント：児童を対象に体験型の防災学習の支援（被災時の行動についての説明等）を実施

水防災教育の実施（モデル校による検討）

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組
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取組ポイント：防災教育の一環として、実際に被災を経験した方による授業の支援を実施

水防災教育の実施（モデル校による検討）

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組



自然災害体験車 降雨体験車

21

パネル展示

■降雨体験車・自然災害体験車・風水害等のパネル展示

京浜河川事務所では、自治体からの依頼を受けて自治体主催の水防訓練などに、降雨体験車や自然
災害体験車の派遣、風水害や地震に関する説明パネルの展示を行っています。

立体映像・振動・音響により、発
生するまでの予兆現象やその
恐ろしさを臨場感のある土石流
の体験ができる

風水害の災害に対し
ての知識や水防活動
の必要性を雨や風など
で体験できる

鬼怒川決壊時の状況や国の対応状況の説明の他、洪水浸水想定区域図や水防工法の紹介するパネル等の展示を実施

【降雨体験車・自然災害体験車の派遣回数】
平成２８年度：１３回
平成２９年度：１４回
（平成29年度 ちがさき消防フェスタなど）

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

出前講座、講習会等の実施



手回し発電機による竜巻実験

■小学生を対象とした水防災教育の実施

川崎市と京浜河川事務所が協力し、小学生3～6年生を対象に『多摩川 めざせ！
防災とお天気博士！！』を開催しました。（平成29年3月20日（月）／大師河原干潟館）

水防災教育については、今後も専門部会の構成機関と連携し充実化に向けて取り組みます。

ミニチュア堤防を作成する実験の様子

・お天気のクイズや雲づくりなどのワーク
ショップ、堤防の実験、どれも非常に興味
を持たせる内容で、子供も楽しんで参加し
ていた。

・普段意識していなかったが、治水という
観点から地域を見つめ直す良い機会に
なった。

参加者のコメント

クイズ形式による講座

東京大学 知花先生による講座

気象予報士・防災士 関口さんによる講座

22

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

出前講座、講習会等の実施
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１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

出前講座、講習会等の実施

■防災情報連続講座の開催

平成29年度は、横浜市鶴見区下末吉地区、川崎市幸区加瀬地区において、防災情報の活用に関
する防災情報連続講座を実施しました。今後も継続して取組を行います。

横浜市鶴見区下末吉地区での防災連続講座

第１回：平成２９年６月２７日 ３３名参加
第２回：平成２９年７月８日 ２９名参加
第３回：平成２９年８月２５日 ２３名参加

平成２９年１０月１４日 ２１名参加

川崎市幸区北加瀬地地区での防災連続講座

河川防災情報の利用の仕方を体験した後、まち歩き行い、
それらを踏まえて洪水の場面を想定した机上訓練を実施。

参加者の方の声

・大雨が降ったときに川が氾濫するとまちがどのように浸
水するかあまり意識したことがなかったが、今回の講座で
実際にまちを歩いて、川が氾濫するとどうなるかなんとな
くイメージができた。
・北加瀬のまちが浸水したときには、ほとんどの場所で建
物の２階以上に避難しなければいけないことがわかった。
また、子どもやお年寄りを連れてどのように避難すべきか
ということを考えさせられた。
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広域避難計画の必要性の検討

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

市内の広範囲が浸水する場合等を想定し、市内だけではなく隣接市の避難場所への広域避難や避難
経路について事前に検討・調整しておく必要があります。

多摩川下流部右岸・鶴見川ブロックの場合は、特に河口部において広範囲に浸水するため、「全体的な
広域避難計画を策定する」もしくは「隣接地区と個別に調整する」かについて定める必要があります。
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広域避難計画の必要性の検討

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

立川市・国立市の協定例 横浜市鶴見区、川崎市川崎区・
幸区の包括連携協定の例

出典：横浜市記者発表資料（平成27年11月10日鶴見区総務課）
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趣旨
想定し得る最大規模の水害に対する避難対策を、江東５区が
一体的かつ主体的に講じ、犠牲者ゼロの実現に向けて避難対応
の理 想や現段階における対応方針について取りまとめた。

検討主体

江東５区（墨田区、江東区、足立区、葛飾区、江戸川区）

協議会構成
○委 員 墨田区長、江東区長、足立区長、葛飾区長、江戸川区長

○アドバイザー 片田敏孝群馬大学大学院教授

〇オブザーバー 内閣府、国土交通省、東京都、警視庁、東京消防庁、

首都高速道路株式会社、他鉄道事業者数社

検討経過
○第１回協議会（平成27 年10 月27 日）

○第１回幹事会（平成27 年12 月11 日）：実態・課題の整理等について

○第２回幹事会（平成28 年 2 月 4 日）：情報伝達について

○第３回幹事会（平成28 年 4 月26 日）：広域避難について

○第４回幹事会（平成28 年 5 月25 日）：垂直避難のあり方について

○第５回幹事会（平成28 年 7 月25 日）：まとめ・報告等

○第２回協議会（平成28 年 8 月24 日）

江東5区の地形と人口 ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝによる避難者渋滞ｲﾒｰｼﾞ

（ア）発災3日前頃（共同検討の実施の実施、自主広域避難の促進）

 発災3日前を目安として、江東5区のいずれかの区長が必要と判断した
場合に職員が荒川下流河川事務所に集合して共同検討を開始する。

（イ）発災1日前頃（広域避難の誘導）

 発災1日前を目安として共同検討において広域避難の実施を判断し、
江東5区の区長が共同で「広域避難勧告」を発表する。

≪大規模水害を対象とした災害時の対応≫

（ウ）発災12時間前頃（早期垂直避難の開始）

 発災が半日程度後に迫っていることを勘案し、「避難準備情報（早期垂
直避難勧告）」を発令し、広域避難の継続が困難な一部の要配慮者等
を対象に要配慮者向けの避難所への垂直避難を誘導する。

 一般の垂直避難者の受け入れに向けた避難所の開設準備を行う。

（エ）発災6時間前頃（垂直避難への移行）

 暴風等により公共交通機関が停止する段階においては、「避難勧告（
垂直避難勧告）」を発令し、広域避難から垂直避難へ移行させる。

（オ）発災直前（緊急的な避難の指示）

 暴風や氾濫により屋外での行動が困難となる段階においては、「避難
指示（緊急避難勧告）」を発令し、命を守ることを最優先とする行動を
促す。

（カ）台風、氾濫沈静後（要配慮者などの救出、自力による脱出）

 ボートなどを用いた浸水域からの自力による脱出を実施させる。

取組ポイント：おおよそ１年間かけて協議し時系列（３日前から）の行動方針を策定

広域避難計画の必要性の検討

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組



新たな洪水ハザードマップの作成・公表

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組
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自治
体数

H30.1現在
公表済

本年度以
降公表予
定

多摩
川

１７ ７ １０

鶴見
川・多
摩川

１
（川崎市）

川崎区、幸区

中原区、
高津区、
宮前区、
多摩区、
麻生区

鶴見
川

１
（横浜市）

１ ０

相模
川

５ １ ４

京浜河川事務所管内自治体の
洪水ハザードマップの作成状況

多摩川下流部右岸・鶴見川ブロックの想定最大規模降雨による洪水を対象とした洪水ハザードマップの
作成状況について、現在、全自治体（川崎市の一部の区は作成中）で配布済の状況です。

避難計画については検討中の自治体が多い状況ですが、個々の確実な避難に向けて、マイ・タイムライ
ン等を用いた取組を行います。

■川崎市洪水ハザードマップ（H29.5月公表）
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まるごとまちごとハザードマップの検討

地域の洪水に関する情報の普及を目的として、生活空間である市街地に水害に関係する情報を表示す
る「まるごとまちごとハザードマップ」の充実に向けた取り組みを行います。

京浜河川事務所では、各地点の詳細な浸水深データを提供します。

正面「洪水ハザードマップ」 側面「水害対策かるた」

出典：多摩市
（http://www.city.tama.lg.jp/dbps_data/_material_/_files/000/000/025/054/siryou3.pdf）

鶴見区の例

無電柱化に伴う変圧器等の地上機器の有効利用

「まるごとまちごとハザードマップ」とは
水害ハザードマップ作成の手引き（H28.4）
では、水害に関する情報の普及を目的とし、
生活空間である市街地に、臨場感を持って
水害を認識し、避難の実効性を高めるため
の工夫として、水災にかかる各種情報（想定
浸水深、過去の浸水実績、避難所の方向
等）を洪水関連標識として表示することが有
効と示しており、国土交通省では、まるごと
まちごとハザードマップを推進しています。

設置イメージ

多摩市の例

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組
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学校＝小・中・高を対象

自治体
数

学校、幼稚
園・保育園
を含まない

幼稚園・
保育園
のみ含む

学校、幼
稚園・
保育園を
含む

検討
中

２４ １ ３ ５ １５

京浜河川事務所管内自治体の要配慮者施設の
避難計画における対象施設の検討状況（H30.1現在）

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

要配慮者利用施設への対応等を考慮した避難計画の作成

対象施設の抽出段階（検討段階）である自治体が多い状況ですが、マニュアルや事例集等を参考にした
訓練計画の作成に向けて検討を進めます。京浜河川事務所では、管内各ブロックの情報共有、また整

備局や他事務所等の情報提供等により円滑な検討に向けて支援します。

出典：「要配慮者利用施設における避難に関する計画作成の事例集」
（内閣府（防災担当）、消防庁、厚生労働省、国土交通省、気象庁）
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２．氾濫被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組



合同水防訓練の実施

２．氾濫被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

月の輪工積み土のう工 シート張り工

京浜河川事務所では、近隣自治体、消防団、協力会社、職員の各種水防工法の習得を目的とした水防
訓練を行っています。水防に対する認識を高め、万全の体制で洪水に備えられるよう、今後も継続して

取り組みます。

■実施日：平成２９年６月７日（水）
■実施場所：鶴見川右岸8.6k 付近高水敷
（横浜市港北区樽町二丁目 樽町公園）
■参加機関
・自治体等（鶴見区役所、川崎区役所、幸
区役所、鶴見消防団）
・協力会社（維持管理工事業者）
・防災エキスパート
（（一社）関東地域づくり協会）
・京浜河川事務所職員

月の輪工積み土のう工
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合同水防訓練の実施

２．氾濫被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組
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時 間 第１班、第２班 第３班、第４班 備 考 

13:45～14:15

（30 分） 

縄結び 

（講師 防災エキスパート） 

土のうづくり 

（講師 防災エキスパート） 

総合巡回指導：

防災エキスパー

ト・エキスパー

ト事務局 

 

 

 

 

14:15～14:45

（30 分） 

土のうづくり 

（講師 防災エキスパート） 

縄結び 

（講師 防災エキスパート） 

14:45～15:15

（30 分） 

シート張り工 

（講師 防災エキスパート） 

積み土のう工 

（講師 防災エキスパート） 

15:15～15:45

（30 分） 

積み土のう工 

（講師 防災エキスパート） 

シート張り工 

（講師 防災エキスパート） 

15:45～16:15

（30 分） 

月の輪工 

（講師 防災エキスパート） 

平成３０年度 京浜河川事務所水防訓練 実施計画（案）

１．訓練日時 平成３０年５月３０日 １３：３０～
２．訓練会場 相模川 左岸４．６ｋ高水敷 田端スポーツ公園（高座郡寒川町田端地先）

目的：水防に対する認識を高め、万全の体制で洪水にそなえるため、各種水防工法の習得
を図る。

・実施内容・スケジュール（案）

【訓練概要】

※H29年度スケジュール
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４／６
４／８

４／４



開会式

照明車

京浜河川事務所では、職員を対象に、災害対策用車両（排水ポンプ車、照明車など）の操作訓練を行っ
ています。万全の体制で洪水に備えられるよう、継続して取り組みます。

■実施日：平成２９年６月９日（金）
■実施場所：
多摩川右岸2.8k 付近高水敷
（川崎市川崎区大師河原地先）
■対象機器：

対策本部車、排水ポンプ車及び
照明車

H29.6.10読売新聞(朝刊)排水ポンプ車

対策本部車

災害対策車両操作訓練の実施

２．氾濫被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

33



洪水に対しリスクの高い区間で特に注意すべき箇所（重要水防箇所等）における共通認識を図り、的確
な水防活動や避難を目的として、多摩川・鶴見川・相模川において、関係自治体・水防団（消防団）及び

自治会等地域の方々と共同で点検（『共同点検』）を実施しており、今後も継続して取り組みます。

２．氾濫被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

共同点検の実施

34
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３．一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を
可能とするための排水活動の取組



３．一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組

排水施設の排水能力・耐水化の整理、排水訓練の実施

平成29年度は、各河川の氾濫ブロックごとに、浸水想定区域図（継続時間）、排水施設等の配置状況、
操作・稼働条件等を把握し、排水が必要となるエリアを抽出の上、排水ポンプ車の配置計画案（一時参
集場所、排水活動箇所、ルート等を写真・平面図で整理）を作成しました。
平成30年度は、各排水施設の排水能力、耐水化を再整理し、排水計画のとりまとめを行います。
また、排水施設の管理者・連絡先・操作規則、非常時操作に向けた協定等の整理、
排水ポンプ車を活用した排水訓練を行います。

１.氾濫特性等の把握 ※想定最大規模を対象

・浸水想定区域の状況（時系での変化）、排水施設等の配置状況、操作・稼働条件等の把握。

・浸水継続時間が長く（24時間以上）、一定の資産が集積する氾濫ブロック等、排水ポンプ車等

の設置箇所の検討等の必要性が高いエリアを抽出。

３.排水ポンプ車等の配置検討

・排水ポンプ車の参集場所、活動箇所、排水元・排水先、進入ルート等を写真や平面図で整理

２.浸水箇所における排水施設（排水機場、樋門・樋管）の把握

・浸水箇所の排水施設について、浸水時の稼働条件や開閉の必要性を整理。

・稼働停止する排水機場付近、浸水継続する排水区へのポンプ車の配置。

４.排水施設の排水能力、耐水化の整理

５.排水施設の管理者・連絡先・操作規則、非常時操作に向けた協定等の整理

６.排水ポンプ車を活用した排水訓練の実施

～H29年11月

～H30年2月

～H29年11月

H30年度～

36



○： 1.0m以上の浸水が24時間以上
続く排水区の樋門・樋管

多摩川下流右岸ブロック
に該当する氾濫ブロック（
多摩川R1～4、鶴見川）

鶴見川

37

 1.0m以上の浸水が24時間以上続く排水区の樋門・樋管は以下の通りです。

 被災時はこれらの樋門・樋管の開扉、またポンプ車を要請する等、迅速な排水活動が必要となります。

排水施設の排水能力・耐水化の整理、訓練計画の検討

３．一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組
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 排水ポンプ車の参集場所、活動箇所、排水元・排水先、進入ルート等を写真や平面図で整理しました。
 排水対策が必要なエリアごとに作成し、関係者間で情報共有を図ります。

排水施設の排水能力・耐水化の整理、訓練計画の検討

３．一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組



①

②③

④

⑤
⑥

⑦

⑧
⑨

⑩

⑪

⑫

○：機能停止水位に
達する排水機場

① 森ヶ崎水再生センター 海 東京都 L1-1 大田区
② 六郷 多摩川 東京都 L1-1 大田区
③ 雑色 多摩川 東京都 L1-1 大田区
④ 矢口 多摩川 東京都 L1-2 大田区

⑤ 観音川 海 川崎市 R1  川崎市川崎区
⑥ 六郷 多摩川 川崎市 R1  川崎市川崎区
⑦ 戸手 多摩川 川崎市 R2  川崎市幸区
⑧ 小向 多摩川 川崎市 R2  川崎市幸区
⑨ 古市場 多摩川 川崎市 R2  川崎市幸区
⑩ 丸子 多摩川 川崎市 R2  川崎市中原区
⑪ 等々力 多摩川 川崎市 R2  川崎市中原区
⑫ 登戸 多摩川 川崎市 R4  川崎市多摩区

No 施設名
排水先
河川

管理者名
氾濫
ブロック

市町村名

下流右岸ブロックでは８箇所該当
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 機能停止水位に達して稼働停止することが想定される排水機場を整理。これらの周辺地は、継続して
浸水する可能性があるため、浸水状況に応じてポンプ車による排水が必要となります。

 本年度各排水施設の排水能力や耐水化の状況を再整理し、排水計画に反映します。

排水施設の排水能力・耐水化の整理、訓練計画の検討

３．一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組

表．多摩川で可動停止水位に達することが想定される排水機場



①
②

③

④

⑤

⑥

鶴見川

表．鶴見川で可動停止水位に達することが想定される排水機場

○：機能停止水位に
達する排水機場

① 北綱島第一 鶴見川（矢上川） 横浜市 L2 横浜市港北区
① 北綱島第二 鶴見川（矢上川） 横浜市 L2 横浜市港北区
② 南綱島 鶴見川 横浜市 L2 横浜市港北区
③ 新羽 鶴見川 横浜市 L3 横浜市港北区
④ 川向 鶴見川 横浜市 L4  横浜市都筑区
⑤ 太尾 鶴見川 横浜市 R3 横浜市港北区
⑥ 鴨居 鶴見川 横浜市 R4 横浜市緑区

No 施設名
排水先
河川

管理者名
氾濫
ブロック

市町村名

鶴見川では６箇所該当 40

 機能停止水位に達して稼働停止することが想定される排水機場を整理。これらの周辺地は、継続して
浸水する可能性があるため、浸水状況に応じてポンプ車による排水が必要となります。

 本年度各排水施設の排水能力や耐水化の状況を再整理し、排水計画に反映します。

排水施設の排水能力・耐水化の整理、訓練計画の検討

３．一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組



３．一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組

排水施設の排水能力・耐水化の整理、訓練計画の検討

41

 京浜河川事務所管内における排水活動が必要な箇所において、排水訓練を実施します。

出典：平成28年度首都直下地震防災訓練～大規模排水、道路啓開、航路啓開、緊急支援物資輸送等の実動訓練～
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取組ポイント：事前の排水訓練により、実際の被災の際に迅速な行動を実施した事例

３．一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組

排水施設の排水能力・耐水化の整理、訓練計画の検討
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取組ポイント：事前の排水訓練により、実際の被災の際に迅速な行動を実施した事例

３．一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組

排水施設の排水能力・耐水化の整理、訓練計画の検討
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取組ポイント：事前の排水訓練により、実際の被災の際に迅速な行動を実施した事例

３．一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組

排水施設の排水能力・耐水化の整理、訓練計画の検討
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ハード対策の主な取組



洪水を河川内で安全に流す対策として、堤防高が低いなど当面の目標に対して流下能力が不足して
いる箇所の堤防整備等を行っています。

46

整備前

◆現在までの実施状況

実施箇所
多摩川右岸14.0k付近

実施箇所

整備中 整 備 後
（H29年3月完成）

【ハード対策の主な取組】

洪水を河川内で安全に流す対策



決壊までの時間を少しでも引き延ばすよう堤防構造を工夫する対策（危機管理型ハード対策）として、
堤防における『堤防天端の保護』を実施しています。

47

整備前

◆現在までの実施状況

実施箇所
矢上川左岸1.6k付近

実施箇所

整備中 整 備 後
（H29年3月完成）

【ハード対策の主な取組】

危機管理型ハード対策
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■観光アプリを活用した防災情報の提供

■使いやす
い機器の
活用

■ケーブルテレビ等の活用

■Yahoo防災アプリの活用

https://emg.yahoo.co.jp/

防災行政無線の改良、防災ラジオ等の配布、防災無線テレフォンサービス等の導入

各自治体では、様々な媒体による防災情報の周知を推進しており、今後も継続して取り組みます。

【ハード対策の主な取組】

避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備



出典：星野総合商事株式会社HP
出典：青梅市資料（救命ボート訓練状況）

出典：株式会社後藤HP

■止水パネル ■簡易吸水性土のう

軽量で持ち運びしやすい。

1パネル8千円程度とやや高価。

軽量で持ち運びしやすい。再利用可。

耐久性5～7年。１袋500～1000円程度。

■連結水のう工法の活用（府中市）

■救命ボートの購入及び訓練の実施

■止水板設置（川崎市水防訓練）

49
出典：グローバルアーク（株）

■止水シート

簡易に組み立て可
能であるが、骨組み
設置（両端の支柱、
中間補強材）の施工
も必要であり高価で
ある。

水防活動を支援するための新素材・新技術等を含めた水防資機材の配備

各自治体では、新素材・新技術を含めた水防資機材を導入しており、今後も継続して取り組みます。

【ハード対策の主な取組】

避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備



50

水晶式センサー簡易水位計 設置状況

簡易水位計
設置位置図

川の防災情報へリンク

簡易水位計設置箇所

①六郷橋下流 左岸 5.2k 大田区東六郷3丁目

②多摩区登戸 右岸 22.8k 川崎市多摩区登戸

③上宿河原堰上流 右岸 26.8k 川崎市多摩区菅稲田堤2丁目

④日野市落川 右岸 36.9k 日野市落川

⑤国立市谷保 左岸 38.9k 国立市谷保

⑥日野市栄町 右岸 41.5k 日野市栄町1丁目

⑦昭和用水堰上流 左岸 47.8k 昭島市拝島町5丁目
①

②

③
④

⑤
⑥

⑦

京浜河川事務所では、簡易水位計やCCTVカメラを設置し、リアルタイムで河川や河川管理施設の状況
を把握しています。

多摩川において、平成28年度に簡易水位計を４箇所に設置しました。設置した簡易水位計のデータは、
川の防災情報で確認することができます。

水防団（消防団）の円滑な水防活動を支援するための簡易水位計や量水標、CCTVカメラ等の設置

【ハード対策の主な取組】

避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備
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水防団（消防団）の円滑な水防活動を支援するための簡易水位計や量水標、CCTVカメラ等の設置

国土交通省では、洪水時に特化した低コストな水位計（危機管理型水位計）の開発や、これらの水位計
導入のために必要となる観測等に関する基準類の整備に向けて『革新的河川技術プロジェクト』※を進

めています。

※河川行政における技術課題や政策課題を解決するため、企業等が持つ先端技術や既存技術を現場に速やかに導入することを目指す取り組み。

【ハード対策の主な取組】

避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備
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水防団（消防団）の円滑な水防活動を支援するための簡易水位計や量水標、CCTVカメラ等の設置

横浜市の鳥山川を実証の場として、１２
チームが平成29年8月から順次、試作機
を設置して計測を開始。
鳥山川では、9月から10月にかけて4回
の洪水が発生しており、これらの水位を
測定し、観測精度等の確認を行った。

【ハード対策の主な取組】

避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備
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水防団（消防団）の円滑な水防活動を支援するための簡易水位計や量水標、CCTVカメラ等の設置

CCTVカメラを設置し、京浜河川事務所ホームページにて河川の状況をリアルタイムで公開しています。
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：CCTV設置箇所
：危険個所

②

③

④⑤

⑥

⑦⑬

①⑧

⑨

⑩

⑪

⑭⑮

⑫

⑯

CCTVカメラ公開台数(2018年1月現在)
多摩川下流部右岸・鶴見川ブロック：多摩川 ５台

鶴見川 ８台
矢上川 １台
早淵川 １台
鳥山川 １台

【ハード対策の主な取組】

避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

左右岸 位置 地先名

多摩川 ① 右岸0.1kp多摩川河口水位観測所

多摩川 ② 右岸6.5kp戸手船着場 右岸 ６．２ｋ 川崎市幸区堀川町

多摩川 ③ 右岸7.5kp戸手樋管 右岸 ７．４ｋ 川崎市幸区戸手4丁目(個別対応個所)

多摩川 ④ 左岸23.1kp小田急線橋梁上流 右岸 ２３．０ｌｋ 川崎市多摩区登戸新町

多摩川 ⑤ 右岸27.8kp石原第二水位観測所 右岸 ２７．６ｋ 川崎市多摩区菅野戸呂

鶴見川 ⑥ 右岸2.8kp鶴見川橋上流 左岸 ３．０ｋ 横浜市鶴見区市場下町

鶴見川 ⑦ 右岸3.6kp佃野町 右岸 ３．６ｋ 横浜市鶴見区佃野町

鶴見川 ⑧ 左岸6.4kp末吉橋水位観測所

鶴見川 ⑨ 左岸8.8kp綱島水位観測所

鶴見川 ⑩ 右岸12.8kp鳥山川合流点

鶴見川 ⑪ 左岸13.7kp亀の子橋水位観測所

鶴見川 右岸14.8kp鶴見川多目的遊水地 右岸 １５．０ｋ 横浜市港北区小机

鶴見川 右岸14.8kp鶴見川多目的遊水地 左岸 １５．０ｋ 横浜市都筑区川向町

鶴見川 ⑬ 左岸15.1kp小机大橋観測所 右岸 １５．２ｋ 横浜市港北区小机

矢上川 ⑭ 左岸1.4kp矢上橋水位観測所

早淵川 ⑮ 右岸1.3kp高田橋水位観測所

鳥山川 ⑯ 左岸1.4kp鳥山水位観測所

⑫

京浜HPに公開している危険箇所CCTV

番号 CCTV名称
危険箇所
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水防団（消防団）の円滑な水防活動を支援するための簡易水位計や量水標、CCTVカメラ等の設置

CCTVカメラを設置し、京浜河川事務所ホームページにて河川の状況をリアルタイムで公開しています。
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出水概要
（台風21号平成29年）より

⑫鶴見川多目的遊水地のCCTVカメラ画像

〇矢上橋のCCTVカメラ画像

越流堤 多目的
遊水地

越流堤
多目的
遊水地

１０月２３日 ２：３０頃平 常 時

鶴見川：右岸 14.8km付近 多目的遊水地（越流堤）（横浜市港北区小机町地先）

１０月２３日 １：４０頃平 常 時

矢上川：左岸 1.4km付近 矢上橋（川崎市幸区南加瀬地先）

【ハード対策の主な取組】

避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備


